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平成 29年６月２日 

各      位 

会  社  名  株 式 会 社 フ ォ ー サ イ ド

代 表 者 名   代 表 取 締 役  假 屋  勝 

（JASDAQ・コード 2330） 

問 合 せ 先   常 務 取 締 役  飯 田  潔 

電  話 0 3 - 6 2 6 2 - 1 0 5 6 

 

 

 

（開示事項の経過）日本賃貸住宅保証機構株式会社の株式の取得（子会社化）の完了に関するお知らせ 

 

 

平成 29年５月 17日付「子会社の異動及び新たな事業の開始並びに第三者割当てにより発行される株式（現

物出資）及び第８回新株予約権の募集に関するお知らせ」において開示いたしましたとおり、本日、日本賃貸住

宅保証機構株式会社（以下、日本賃貸住宅保証機構」といいます）の発行済株式の 40％の取得（子会社化）が

完了いたしましたので、お知らせいたします。 

本件による平成 29年 12月期の業績に与える影響につきましては、平成 29年５月 17日付「営業損失の計上

および非支配株主に帰属する当期純利益の計上ならびに通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」にお

いて開示いたしました平成29年12月期の連結業績予想に含まれております。今後、業績予想修正の必要性及

び公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以上 

 

 

（参考） 

１. 当期連結業績予想（平成 29年５月 17日公表分）及び前期連結実績 

 

２. 異動する子会社（日本賃貸住宅保証機構）の概要 

（１） 名 称 日本賃貸住宅保証機構株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市中央区城見二丁目 2番 22号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役 吉田 生喜 

（４） 事 業 内 容 
賃貸物件における賃貸家賃保証業務 

不動産の仲介及び売買、賃貸及び管理業 

 
営業収益 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成 29年 12月期） 
4,129百万円 160百万円 173百万円 41百万円 

前期連結実績 

（平成 28年 12月期） 
935百万円 24百万円 41百万円 34百万円 
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（５） 資 本 金 1億円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 19年 6月 1日 

（７） 大株主及び持株比率 レクセム株式会社 100％ 

（８） 
上場会社 と 当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当社取締役泉信彦は、当該会社の総議決権の 100％を

間接的に保有しております 
。 

人 的 関 係 
当該会社の役員１名が、当社の補欠監査役を兼任して

おります。 

取 引 関 係 
当社と当該会社との間に、不動産の仲介及び貸付等の

取引があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 26年 11月期 平成 27年 11月期 平成 28年 11月期 

 純 資 産 310百万円 11百万円 25百万円 

 総 資 産 800百万円 945百万円 1,201百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 77,617円 41銭 2,725円 40銭 6,390円 33銭 

 売 上 高 770百万円 887百万円 964百万円 

 営 業 利 益 128百万円 159百万円 150百万円 

 経 常 利 益 123百万円 187百万円 183百万円 

 
親会社株主に帰属する当期純

利 益 
15百万円 △309百万円 18百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 3,772円 06銭 △77,340円 95銭 4,556円 27銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円 

 

３. 株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 レクセム株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋室町三丁目 3番 1号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 千原 紀男 

（４） 事 業 内 容 株式等の保有を通じた企業グループの統括・運営等 

（５） 資 本 金 １億円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 20年 9月 1日 

（７） 純 資 産 977百万円 

（８） 総 資 産 1,195百万円 

（９） 大株主及び持株比率 ＸＯＮ株式会社 100％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 
当社取締役泉信彦は、当該会社の総議決権の100％を間

接的に保有しております 
。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者

への該当状

況 

当該会社は、当社の関連当事者に該当いたします。 

 


